
令和7年7月吉日

会 員 企 業 主　様
事務ご担当者　様

公益財団法人
京都中小企業振興センター
理事長　　山　下　 信　幸

令和7年度優良従業員表彰者の
内申について

　拝啓　盛夏の候、皆様におかれましては益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。
又、平素は当センター事業運営に関し格別のご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

　早速ながら、令和7年度優良従業員表彰式を下記の要領にて開催いたしたくご案内
申し上げます。
　お手数ながら、別紙様式にて8月29日（金）までに（当方必着）内申くださいますよ
うお願い申し上げます。
　なお、内申の表彰区分によりそれぞれの機関へ申請いたしますので、内申期日は�
くれぐれもご厳守の程重ねてお願い申し上げます。
� 敬具

記

表　彰　日　時	 令和7年11月21日（金）午後5時00分

表　彰　式　場	 ウェスティン都ホテル京都

	 　東山区粟田口華頂町１
	 　TEL 771−7111

表　彰　要　領	 別紙「表彰要領」をご参照ください。

推　薦　期　限	 8月29日（金）

	 （期限は厳守でお願いいたします）
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表 彰 要 領

１.　優良従業員表彰
　会員企業及び中小企業共同組合等（以下「組合」という。）に従事する被登録

者のうち同一企業に15年以上勤務し、勤務成績優良な者を対象とします。

（１）表彰区分（次の区分により申請します） 

（２）受彰資格について

　Ａ 上記表彰区分のうちいずれかの表彰を既に受彰した者についての同一表彰

 は行いません。

　　　　〈参考〉
①25年以上勤続　京都府知事表彰
（京都府内にある中小企業の事業所に勤務する者、但しこれまでに京
都府が実施する中小企業の優良従業員表彰を受けた者及びセンター
以外の団体より、現在申請中の者は表彰対象から除外します）
②25年以上勤続　センター理事長表彰
（京都府以外の中小企業及び組合等の事業所に勤務する者）
③20年以上勤続　京都府知事表彰
（京都府内にある組合等に勤務する者、但しこれまでに京都府が実施
する組合優良職員等表彰を受けた者及びセンター以外の団体より、
現在申請中の者は表彰対象から除外します）
④20年以上勤続　京都市長表彰
（京都市内にある中小企業の事業所に勤務する者、但しこれまでに京
都市が実施する20年以上勤続の市長表彰を受けた者は表彰対象から
除外します）
⑤20年以上勤続　センター理事長表彰
（京都市以外の事業所に勤務する者）
⑥15年以上勤続　京都商工会議所会頭表彰
（京都市内（平成17年3月31日現在における京北町の区域を除く）の
中小企業及び組合等の事業所に勤務する者、但しこれまでに「京都
商工会議所　永年勤続優良従業員表彰」を受けた者は表彰対象から
除外します）
⑦15年以上勤続　センター理事長表彰
（京都市内（平成17年3月31日現在における京北町の区域を除く）以
外の事業所に勤務する者）

京都府知事表彰（中小企業優良従業員）
セ ン タ ー 理 事 長 表 彰
京都府知事表彰（組合優良職員）
京 都 市 長 表 彰
セ ン タ ー 理 事 長 表 彰
京 都 商 工 会 議 所 会 頭 表 彰
セ ン タ ー 理 事 長 表 彰

◎　25年以上勤続
◎　25年以上勤続
◎　20年以上勤続
◎　20年以上勤続
◎　20年以上勤続
◎　15年以上勤続
◎　15年以上勤続
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　Ｂ 企業主、会社の役員（会社の役員であって、取締役部長等使用人を兼ねる
もの）及び家族従業員並びに組合の長等は除きます。
なお、家族従業員については、法人事業所の場合、雇用関係が明確であれ
ば表彰対象となります。

　Ｃ  25年以上勤続　京都府知事表彰の受彰者資格には下記の条件にご留意下さい。
①　小売業については

資本金5,000万円以下　又は常時従業員数50人以下の企業
　　　②　サービス業については

資本金5,000万円以下　又は常時従業員100人以下の企業
　　　③　卸売業については

資本金1億円以下　又は常時従業員100人以下の企業
　　　④　上記①②③以外の業種については

資本金３億円以下　又は常時従業員300人以下の企業
　　　⑤　刑罰（刑事事件で現在、係争中のものを含む）を受けていない者
　　　⑥　個人企業の共同経営者（事業主と親子、兄弟、姉妹、配偶者の関係に

ある場合は共同経営者とみなす）は、表彰対象から除外されます。
　　　⑦　個人事業所の従業員で、事業主と同世帯もしくは同生計の場合は表彰

対象から除外されます。
　　　⑧　中小企業団体の役職員は表彰対象から除外されます。
　　　〈参考〉　
　　　　京都府内に本店（社）を有する企業で
　　　①　京都府内に勤務していた者が他府県支店（社）に転勤した場合、
　　　　１）府内にある当該企業の事業所に15年以上勤務していた場合
　　　　２）基準日前２年以内に府内にある当該企業の事業所から府外にある支

　店（支社）に転勤した場合
 上記に限り、京都府内に勤務しているものとみなし表彰の対象としま

す。(府外にある支店(社)に勤務していた期間は通算します｡）
②　現在京都府内にある事業所に勤務する従業員については府外にある支
店（社）に勤務していた期間を通算します。
京都府外に本店を有する企業で、府内にある支店（社）に15年以上勤
務している場合、

　　　　１）基準日現在府内にある支店（社）に勤務している場合
　　　　２）基準日前２年以内に府内にある支店（社）から府外に転勤した場合
　　　　　　上記に限り、府外にある事業所に勤務していた期間を通算します。
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　Ｄ 20年以上勤続　京都市長表彰の表彰者資格は、前記C項の第１号から第８号
の京都府知事表彰条件に準ずるものとし、一企業については10名以内とし
ます。

　　　〈参考〉
①　京都市内に本店（社）を有する企業で令和5年11月21日以降に京都市
内に勤務していたものが京都市外の支店（社）に転勤した場合、京都
市内に勤務しているものとみなし表彰の対象とします。

②　勤続期間のうち通算10年以上京都市内の事業所に勤務している者とし
ます。

　Ｅ 15年以上勤続　京都商工会議所会頭表彰者は、一企業について10名以内と

します。

　Ｆ  勤続年数について

　　　①　勤続年数の計算は優良従業員表彰式の開催日当日現在とします。

　　　　（ご内申期日は8月29日としますが、計算基準は11月21日となります｡ )

　　　②　企業合併のある場合、証となる資料があるときは通算できます。

　　　　　

　Ａ 申請書及び推薦書 （様式別紙）

　Ｂ 履歴調書 （様式別紙）

　

　各種提出書類に訂正箇所のある場合は平行線（２本線）により正式にご訂正く

ださい。改ざん又は修正液等使用による訂正は受付けられません。

２.　提出書類（内申には次の書類を添付してください）

注意事項
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令和　　 年　　月　　日

 企業番号　　　　　　　　　TEL�

 住　　所�

 企 業 名�

 代表者名� ㊞

 担当者名�

表 彰 内 申 に つ い て

標 記 に つ い て 下 記 の 通 り 内 申 し ま す

　◎ 優良従業員表彰
区　分
25.20.15（年）個人No. 氏　　　　名 年齢 性別 入社年月日 職　　　種 既被表彰の

有　　　無

◎注意事項
⃝添付書類　「申請書及び推薦書、履歴調書」
⃝「既被表彰の有無」は以前に受けた表彰内容（知事，市長，会頭等）を記入してください。
⃝異字体・旧字体を使われている場合には、必ず付せん等をつけてお知らせください。
⃝該当ない場合には「無し」とご記入下さい。（空欄のないようにご記入下さい）
⃝鉛筆又は消せるボールペンでのご記入は、無効となります。



事業所所在地

資 本 金

電 話 番 号

代表者役職名

代 表 者 氏 名

担 当 者 名

事 業 所 名

万円 人※従業員

※業　種

令和7年　月　日

代表
者印

中小企業優良従業員・組合優良職員等表彰申請書及び推薦書

　下記の者は当事業所（組合・団体）に多年在職し、その勤務
成績が優良でありますので表彰されたく申請します。　　　　

記

１　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　年 　 　 齢 　　　　　　　満　　　　歳　（令和7年11月21日現在）

３　職　　　名

４　職務の内容

６　勤務成績及び推薦理由（具体的に記入してください）

（注）氏名は正しくかい書で書くこと。（この字が表彰状に書く字となります。）

（※印について組合は記載不要）

　　　　　　　　　・・・

５　勤 続 年 数　　　　　　年　　月　　日から令和7年11月21日まで

　　　　　　　　　　　（通算　　　　年　　　　カ月　基準日は表彰日当日）

捨
印

（ ふ り が な ）

（ ふ り が な ）

※



履 歴 調 書

現住所

氏 名 生年月日 年 月 日

ふりがな

職　　　　歴

自　　年　月　日
至　　年　月　日

（できるだけ詳細に記入してください。但し社内の職歴ではありません。）

自　　年　月　日
至　　年　月　日
自　　年　月　日
至　　年　月　日
自　　年　月　日
至　　年　月　日
自　　年　月　日
至　　年　月　日

賞　　　罰

　　　年　月　日

　　　年　月　日

※事業主との関係
（該当項目に○印　
　を付けて下さい）

①配偶者 ②親子又は兄弟姉妹 ③他の血族又は姻族 ④その他

上記の①～③に○印をつけた場合
ａ事業主と同一世帯　　　　　　ｂ事業主と別世帯

上記の通り相違ありません。
年　　　月　　　日

　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　※自署の場合　捺印省略可

科料以上の刑に処された事実の有無 有　　・　　無

個人
捨印

（※欄は組合優良職員は記載不要）


